
平成24（2012）年度

東洋大学　自己点検・評価

部門名　：国際地域学研究科　国際地域学専攻
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

1
研究科、専攻ごとに、人材養成に関する目的そ
の他教育研究上の目的を、学則またはこれに
準ずる規程等に定めているか。

○東洋大学大学院研究科委員会規程
第3条第3項の規定において定める別表

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.h
tml

国際地域学専攻に関しては、次のとおり定めている。
国内外における地域づくりに係る諸問題の解決のために、国際的に
通用する高度な専門的知識を有する専門家や研究者を養成するこ
とを目的とする。
○博士前期課程
研究能力又はこれに加えて高度の専門的な職業を担うための卓越し
た能力を培う。
○博士後期課程
研究者として自立して研究活動を行うに足る高度の研究能力とその
基礎となる豊かな学識を養う。

A

2
研究科、各専攻の目的は、高等教育機関として
大学が追求すべき目的（教育基本法、学校教
育法参照）と整合しているか。

同上
国際地域学専攻の目的は、学校教育法及び大学院設置基準の関
係規定（「関係法令等の欄参照」）と整合しており、大学院の専攻課
程として適切であるといえる。

A

実績や資源からみた理念・
目的の適切性

4
研究科、各専攻の目的は、これまでの実績や現
在の人的・物的・資金的資源からみて、適切な
ものとなっているか。

○学生数（修了・在学）
○教員及び授業科目
○予算

多種多様な専門分野をカバーするために、15人の専任教員が教育・
研究指導に当たっているとともに、これまでにＨ20年８人、Ｈ21年６
人、H22年6人の修了生（修士課程。うちＨ20年４人、Ｈ21年５人、Ｈ
22年4人は留学生）を輩出してきており、大学院の専攻課程として適
切であるといえる。

B

個性化への対応 5
研究科、各専攻の目的の中に、当該研究科、
専攻の個性・特色を打ち出しているか。

○東洋大学大学院研究科委員会規程
第3条第3項の規定において定める別表

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.h
tml

国際地域学専攻の目的は、「国際的に通用する高度な専門実務を
担当できる人材の養成」、「研究者の輩出」、「留学生の受け入れ」、
「持続的な社会の発展への寄与」という点で、国際地域学専攻の個
性・特色を打ち出して設定されている。

A

（１）理念・目的

１）大学・学部・研究科等の
理念・目的は、適切に設定
されているか

理念・目的の明確化

3
研究科、各専攻の目的は、建学の精神や大学
の理念との関係性や、目指すべき方向性、達成
すべき成果などを明らかにしているか。

東洋大学大学院学則　第1条
※「建学の理念（東洋大学ホームペー
ジ）」
http://www.toyo.ac.jp/founder/enryo_0
0_j.html
○建学の精神
「諸学の基礎は哲学にあり」「独立自活」
「知徳兼全」
○東洋大学の教育理念
【自分の哲学を持つ】
多様な価値観を学習し理解するととも
に、自己の哲学（人生観・世界観）を持つ
人間を育成する。
【本質に迫って深く考える】
先入観や偏見にとらわれず、物事の本質
に迫る仕方で、論理的・体系的に深く考
える人間を育成する。
【主体的に社会の課題に取り組む】
社会の課題に自主的・主体的に取組
み、よき人間関係を築いていける人間を
育成する。
○東洋大学の心
【他者のために自己を磨く】
自分を磨くのは、人々のためにはたらくこ
とができるようになるためであり、そのこと
を自覚して学業に励むのが東洋大学の
心である。
【活動の中で奮闘する】
現実社会における活動の中にどこまでも
前進してやまないのが、東洋大学の心で
ある。

国際地域学専攻の目的は、東洋大学大学院学則第1条の規定「本
学建学の精神に則り、東西学術の理論及び応用を研究・教授しその
深奥を究めて、文化の進展に寄与することを目的とする」を踏まえ
て、目指すべき方向性及び達成すべき成果を明らかにしている。

A
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6
教職員・学生が、研究科、各専攻の目的を、公
的な刊行物、ホームページ等によって知りうる状
態にしているか。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.h
tml

○大学院要覧2011　p.220

研究科、各専攻の目的を、「東洋大学ホームページ」及び「大学院要
覧」に記載して、学生及び教職員に配付している。

A

7

研究科、各専攻の目的の周知方法の有効性に
ついて、構成員の意識調査等による定期的な
検証や、検証結果を踏まえた改善を行っている
か。

国際地域学専攻の目的の周知方法の有効性については、毎年広報
資料などの改正時に適宜確認しているが定期的な検証を行っていな
い。

Ｃ

平成24年度における研究科委員
会にて研究科・各専攻の目的に
ついて研究科委員長による文書
で再確認を行った。また今後、広
報資料作成時等に合わせて毎年
定期的に検証する。

平成24～25年度

社会への公表方法 8
受験生を含む社会一般が、研究科、専攻の目
的を、公的な刊行物、ホームページ等によって
知りうる状態にしているか。

○東洋大学大学院　2012年度入学案内
　p.31-32
○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.h
tml
○大学院要覧2011　p.220

東洋大学大学院の入学案内では、国際地域学専攻の「人材の養成
に関する目的」を直接的にではないが、より分かりやすい形で記載し
ている。また、目的そのものについては、ホームページ及び大学院要
覧に記載している。

Ａ

３）大学・学部・研究科等の
理念・目的の適切性につ
いて定期的に検証を行っ
ているか

9
研究科、各専攻の目的の適切性を、定期的に
検証しているか。

国際地域学専攻の目的の適切性については、毎年広報資料などの
改正時に適宜確認しているが定期的な検証を行っていない。

Ｃ

各年度末の研究科委員会にて議
題として取り上げ、その適切性に
関して議論を行い検証を行う。
毎年年度末に検証する

平成24～25年度

評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

教育研究組織の編制原理 10
研究科の目的を実現するための、教育研究組
織の編成原理を明確にしているか。

○東洋大学大学院学則　第20条～第25
条
○東洋大学大学院研究科委員会規程
第1条～第7条
○国際地域学研究科　研究科内委員

国際地域学研究科それ自体に関する「編成原理」については明文で
は定めていないが、組織の編成原理等を定めた東洋大学大学院学
則及び研究科委員会規程に基づき、本研究科の教育研究上の目的
を達成するために、研究科内での委員会構成を研究科委員会の議
を経て定めている。

Ｂ

理念・目的との適合性 11
教育研究組織は、研究科の目的を実現する上
で適切かつ有効に機能する組織となっている
か。

○同上

○東洋大学「国際共生社会研究セン
ター」ホームページ
http://rdgs.itakura.toyo.ac.jp/ORC/top
.html

国際地域学研究科の目的を達成するために必要となる「国内外にお
ける地域づくりに関する人材の養成と教育研究の連携」を推進するた
め、研究科内に各種委員会を設けるとともに、文部科学省の私立大
学学術研究高度化推進事業であるオープン・リサーチ・センター整
備事業のスキームにより国際地域学研究科に国際共生社会研究セ
ンターを設置し、内外にわたる教育研究活動を積極的に推進してい
る。

Ａ

学術の進展や社会の要請
との適合性

12
学術の進展や社会的な要請を考慮した教育研
究組織となっているか。

同上
国際地域学研究科の教育研究組織は、本研究科の目的を達成する
ために必要となる「国内外における地域づくりに関する人材の養成と
教育研究の連携」という教育研究上の要請及び社会的要請に対応
するために適切なものである。

Ａ

２）教育研究組織の適切性
について、定期的に検証
を行っているか

13
教育研究組織の適切性を、定期的に検証して
いるか。

教育研究組織の適切性については、網羅的な定期検証を行ってい
ない。

Ｃ

定期的に開催される研究科委員
会で必要に応じて対応している
が、今後教務担当教員を中心に、
定期的な教育研究組織の検討を
行い、この検討結果を全教員が共
有できる仕組みを構築する

平成24～25年度

２）大学・学部・研究科等の
理念・目的が、大学構成員
（教職員および学生）に周
知され、社会に公表されて
いるか

１）大学の学部・学科・研究
科・専攻及び附置研究所・
センター等の教育研究組
織は、理念・目的に照らし
て適切なものであるか

（２）教育研究組織

構成員に対する周知方法
と有効性

3



評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

教員に求める能力・資質等
の明確化

14
教員の採用・昇格に関する審査基準を明確に
しているか。

○東洋大学大学院教員資格審査規程
○国際地域学研究科大学院教員資格審
査にともなう研究業績の審査基準
○国際地域学研究科大学院教員資格審
査規程・内規

東洋大学大学院教員資格審査規程のほか、研究科委員長会議に
おいて「国際地域学研究科大学院教員資格審査にともなう研究業績
の審査基準」を定めるとともに、研究科内において「国際地域学研究
科大学院教員資格審査規程・内規」を定め、研究科委員会を通して
研究科の全専任教員に周知している。

Ａ

教員の組織的な連携体制
と教育研究に係る責任の
所在の明確化

15
組織的な教育を実施するために、教員間の連
携体制が取られているか。

○東洋大学大学院学則　第20条～第25
条
○東洋大学大学院研究科委員会規程
第1条～第7条
○国際地域学研究科　研究科内委員

国際地域学研究科委員会を毎月開催して教育研究に関する諸問題
に関して連携・調整を図るとともに、あわせて国際地域学専攻及び国
際地域学専攻の各専攻ごとにも会議を開催して連携・調整の徹底が
図られるようにしている。また、研究科内には、19の委員会を設けて、
教育研究に関する諸問題の検討を行い、決定事項は適切に実施て
いる。

Ａ

教員構成の明確化 16 教員組織の編制方針を明確に定めているか。

国際地域学研究科の教員組織の「編成方針」それ自体については
明文では定めていないが、本研究科の設置目的及び時代によって
変化する教育研究上の要請を考慮しながら、教員の採用・昇格に関
する審査を行っている。

Ｃ

平成23～２5年度の間に教員の退
任、新規採用が継続的に行われ
る予定で、併せて教員組織の編
成についても明確にしていくことと
している。
編成方針を明確にする

平成24年度

17
大学院設置基準に定められている研究指導教
員および研究指導補助教員数を充足している
か。

○大学基礎データ　表 2
研究指導教員は必要数 ５名に対して教員数７名、研究指導補助教
員は必要数 4名に対して教員数１名と、大学院設置基準に１名不足
している。

Ａ

18
研究指導教員の2/3は教授となっているか。【研
究科、専攻】

○大学基礎データ　表 2 研究指導教員は全員教授となっている。 Ａ

19
教員組織の編成方針に則って教員組織が編制
されているか。

教員組織の編成方針を定めていないため、現時点では、点検・評価
ができない。

Ｃ

上記評価項目16の現状説明に
沿って、教員組織の編成方針を
早急に定め、教員組織を構築す
る。
編成方針が確定した後に、それに
従った教員編成を構築する

平成24～25年度春
学期

授業科目と担当教員の適
合性を判断する仕組みの
整備

20
専任・非常勤を問わず、教員の科目担当につ
いて、教育研究業績に基づいて担当の可否を
判断しているか。

○東洋大学大学院教員資格審査規程
○国際地域学研究科大学院教員資格審
査にともなう研究業績の審査基準
○国際地域学研究科大学院教員資格審
査規程・内規

専任・非常勤を問わず、新規の科目を担当する際には、研究科教員
資格審査委員会に「科目審査」として諮り審議している。

Ａ

研究科担当教員の資格の
明確化と適正配置（院・専
院）

21
研究科の科目担当および研究指導担当の資格
が明確化されているか。

同上

「東洋大学大学院教員資格審査委員会規程」のほか、「国際地域学
研究科大学院教員資格審査にともなう研究業績の審査基準」及び
「国際地域学研究科大学院教員資格審査規程・内規」を定めて、研
究科委員会を通して研究科の全専任教員に周知している。

Ａ

（３）教員・教員組織

１）大学として求める教員
像および教員組織の編制
方針を明確に定めている
か

編制方針に沿った教員組
織の整備

２）学部・研究科等の教育
課程に相応しい教員組織
を整備しているか

4



教員の募集・採用・昇格等
に関する規程および手続
きの明確化

22
教員の採用・昇格に関する手続きを明確にして
いるか。

同上

「東洋大学大学院教員資格審査委員会規程」のほか、「国際地域学
研究科大学院教員資格審査にともなう研究業績の審査基準」及び
「国際地域学研究科大学院教員資格審査規程・内規」を定めて、研
究科委員会を通して研究科の全専任教員に周知している。

Ａ

規程等に従った適切な教
員人事

23
教員の採用・昇格に際し、規程等に定めたルー
ルが適切に守られているか。

教員の採用・昇格は、諸規程に基づいて公正かつ厳格に行われて
いる

Ａ

ファカルティ・ディベロップ
メント（ＦＤ）の実施状況と
有効性

24
研究、社会貢献、管理業務に関して、教員の資
質向上に向けた取り組みをしているか。

国際地域学部国際地域学科　教員紹介
http://www.toyo.ac.jp/rds/drds/profess
or_j.html

現時点で、具体的な取り組みは実施していないが、ホームページで
教員の研究及び社会活動の実績を紹介している。
研究科としては実施していない。

Ｃ

教員の研究及び社会活動に関す
る実績ついては学部のホーム
ページで公開し、教員の自主的
活動を促進している。FDを目的に
した取組を開始する

平成24～25年度春
学期

教員の教育研究活動等の
評価の実施

25
教員の教育研究活動等の評価を、教育、研
究、社会貢献、管理業務などの多様性を踏まえ
て実施しているか。

　 研究科としては実施していない。 Ｃ

教員評価に関する全学的な取り
組みに合わせて研究科として検討
を進める。教員評価の検討を開始
する。

平成24～25年度春
学期

３）教員の募集・採用・昇格
は適切に行われているか

４）教員の資質の向上を図
るための方策を講じている
か

5



評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

学士課程・修士課程・博士
課程・専門職学位課程の
教育目標の明示

26 教育目標を明示しているか。

東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.h
tml
大学院要覧2011　p.220
東洋大学大学院　2012年度入学案内
　p.31-32

国際地域学専攻においては、「人材の養成に関する目的及び教育
研究上の目的」を、大学院要覧及び東洋大学ホームページに記載し
ている。また、直接的にではないが、より分かりやすい形で入学案内
にも記載している

Ａ

27 ディプロマ・ポリシーを設定しているか。 国際地域学専攻において、ディプロマ・ポリシーは定めていない。 Ｃ
DP(ディプロマ・ポリシー）を早急に
策定する

平成24年度春学期

28
教育目標とディプロマ・ポリシーは整合している
か。

国際地域学専攻において、ディプロマ・ポリシーは定めていないた
め、現時点では点検・評価ができない。

Ｃ
教育目標とDP間の総合性を点
検・評価する仕組みを構築する

平成24年度春学期

修得すべき学習成果の明
示

29
ディプロマ・ポリシーには、修得すべき学習成果
が明示されているか。

国際地域学専攻において、ディプロマ・ポリシーは定めていないた
め、現時点では点検・評価ができない。

Ｃ
DPに習得すべき学習成果を明示
する

平成24年度春学期

30 カリキュラム・ポリシーを設定しているか。
○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf
/policy/hakusan-youkou2011-2012.pdf

国際地域学専攻においては、アドミッション・ポリシーを定めるととも
に、その中において「カリキュラム編制」の方針を定めている。

Ｂ

31
カリキュラム・ポリシーは、教育目標やディプロ
マ・ポリシーと整合しているか。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf
/policy/hakusan-youkou2011-2013.pdf
○東洋大学大学院研究科委員会規程
第3条第3項の規定において定める別表
○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.h
tml

国際地域学専攻の「カリキュラム編成」は、教育目標とは整合してい
る。しかし、ディプロマ・ポリシーについては定めていないため、現時
点では点検・評価ができない。

Ｃ DPを早急に作成する 平成24年度春学期

科目区分、必修・選択の
別、単位数等の明示

32
カリキュラム・ポリシーに基づき、科目区分、必
修・選択の別、単位数の設定が行われている
か。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf
/policy/hakusan-youkou2011-2012.pdf
○大学院要覧　2012　p.163-166

国際地域学専攻では、学際的かつ実践的な授業を重んじる「カリ
キュラム編成」の考え方に基づいて、国際地域学の多種多様な分野
にわたる16科目の特論授業及びこれらのそれぞれに対応した演習
授業を用意し、これら32科目の中から、学生の興味対象に応じて15
科目以上を履修することを選択必修としている。また、指導教授によ
る「研究指導」という授業科目を全セメスタ（前期課程は４セメスタ分、
後期課程は６セメスタ分）を通して履修することが必修科目になって
いる。なお、国際地域学という学問分野の学際性を考慮して、主指導
教授が研究指導上認めた場合、他研究科・他専攻の授業科目及び
他大学（協定校）の授業科目を10単位（5科目相当）まで履修できる
こととしている。

Ａ

（４）教育内容・方法・成果

１）教育目標に基づき学位
授与方針を明示しているか

「教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針」

教育目標・学位授与方針と
整合性のある教育課程の
編成・実施方針の明示

２）教育目標に基づき教育
課程の編成・実施方針を
明示しているか

教育目標と学位授与方針
との整合性
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周知方法と有効性 33

教職員・学生が、ディプロマ・ポリシーおよびカリ
キュラム・ポリシーを、公的な刊行物、ホーム
ページ等によって知りうる状態にしており、か
つ、その周知方法が有効であるか。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf
/policy/hakusan-youkou2011-2012.pdf
http://www.toyo.ac.jp/grds/mits/curric
ulum_j.html
○大学院要覧　2012　p.163-166

国際地域学専攻の「カリキュラム編成」は、東洋大学ホームページ及
び大学院要覧に掲載している。しかし、ディプロマ・ポリシーについて
は定めていないため、現時点では点検・評価を行っていない。ができ
ない。

Ｃ
DPを早急に作成し、学内での周
知徹底を図る

平成24年度春学期

社会への公表方法 34

受験生を含む社会一般が、ディプロマ・ポリシー
およびカリキュラム・ポリシーを、公的な刊行物、
ホームページ等によって知りうる状態にしている
か。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf
/policy/hakusan-youkou2011-2012.pdf
http://www.toyo.ac.jp/grds/mits/curric
ulum_j.html
○大学院要覧　p.165-168

国際地域学専攻の「カリキュラム編成」は、東洋大学ホームページ及
び大学院要覧に掲載している。しかし、ディプロマ・ポリシーについて
は定めていないため、現時点では点検・評価ができない。

Ｃ
DPを早急に作成し、学外に広報
できる体制を整える

平成24年度春学期

４）教育目標、学位授与方
針および教育課程の編
成・実施方針の適切性に
ついて定期的に検証を
行っているか

35
教育目的、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラ
ム・ポリシーの適切性を、定期的に検証している
か。

国際地域学専攻の教育目的、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラ
ム・ポリシーの適切性については、定期的な検証を行っていない。

Ｃ
教育目的、DPおよびカリキュラム・
ポリシーの適切性を、毎年年度末
に再検証する

平成25年3月

評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

必要な授業科目の開設状
況

36
教育課程上、主要な授業科目はすべて開講し
ているか。

○大学院要覧　2012　p.163-166

国際地域学専攻においては、主要な科目である32科目については、
すべて開講している。しかし、公共経済学特講、国際協力演習の2科
目については、履修者がいなかったため 2011年度は休講となって
いる。

Ｂ

順次性のある授業科目の
体系的配置

37
教育課程は、授業科目の順次性に配慮して、
各年次に体系的に配置されているか。

○大学院要覧　2012　p.163-166
国際地域学専攻では、順次性のある科目はないことから、本事項に
ついては評価の対象外である。

Ａ

38
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する
学習成果の修得につながる教育課程となって
いるか。

○大学院要覧　2012　p.163-166（教育
課程表など）
○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf
/policy/hakusan-youkou2011-2012.pdf

国際地域学専攻における教育課程は、「カリキュラム編成」に従い、
おおむね学生に期待する学習成果の修得につながるものとなってい
る。

Ｂ

コースワークとリサーチワー
クのバランス（院）

39
講義科目および研究指導が、教育課程の中に
適正に位置づけられ、指導場所、時間等が明ら
かにされているか。

○大学院要覧　2012　p.163-166（教育
課程表など）

国際地域学専攻においては、授業科目は教育課程の中に各授業科
目に係る「特論又は演習」として適正に位置づけられて、キャンパス
内の教室において学生が自由に履修できるようになっている。また、
研究指導は「研究指導」という授業科目として位置づけられて、キャン
パス内の教室又は研究室において、指導教授の「研究指導」を全セ
メスタを通して履修することが義務付けられている。指導教授が個別
に行う研究指導の場所・曜日時限については、各教員が学生と相談
しながら個別に設定して実施しているが、このほかにも国際地域学専
攻全体としては、各セメスタごとに2回（中間と期末）にわたり、教員及
び学生の全員が一堂に会しての論文発表会を実施して研究指導の
徹底を図っている。

Ａ

専門分野の高度化に対応
した教育内容の提供

40
専門分野の高度化に対応した教育内容を提供
しているか。

○大学院要覧　2012　p.163-166（教育
課程表など）

国際地域学専攻においては、専門分野の高度化に対応するため、
教員の認識向上と適切な授業科目の設定と内容の改善に努めてい
る。
時宜を得た授業科目を用意している。

Ａ

「教育課程・教育内容」

３）教育目標、学位授与方
針および教育課程の編
成・実施方針が、大学構成
員（教職員および学生等）
に周知され、社会に公表さ
れているか

１）教育課程の編成・実施
方針に基づき、授業科目
を適切に開設し、教育課
程を体系的に編成している
か
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

教育目標の達成に向けた
授業形態（講義・演習・実
験等）の採用

41
教育目標を達成するために、各授業科目にお
いて、授業形態（講義、演習、実験、実習、実
技）を適切に設定しているか。

○大学院要覧　2012　p.163-166（教育
課程表など）

国際地域学専攻の「国際的に通用する高度な専門実務を担当でき
る人材の養成」、「研究者の輩出」、「留学生の受け入れ」、「持続的
な社会の発展への寄与」という教育目標を達成するため、内容に応
じて、科目を特論、演習、研究指導の３分野のいずれかに設定して
いる。

Ａ

学生の主体的参加を促す
授業方法

42
学生の主体的参加を促すための配慮（学生
数、授業方法の工夫、施設・設備の利用など）
を行っているか。

○大学院要覧　2012　p.163-166（教育
課程表など）
○各授業科目のシラバス

特論、演習及び研究指導を履修する学生の数は、多くても 10名程
度の少人数であり、各授業においては視聴覚教材の使用、ＰＣ教室
の使用、具体的な事例の紹介、座学にとどまらないディスカッション
形式の授業、現地調査の実施等を併用して学生にとって魅力的で
分かりやすい授業内容とすることを通じて、学生の主体的な参加を促
す内容としている。

Ａ

43
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する
学習成果の修得につながる教育方法となって
いるか。

○大学院要覧　2012　p.163-166（教育
課程表など）
○各授業科目のシラバス

国際地域学専攻における教育方法は、「カリキュラム編成」に基づ
き、おおむね学生に期待する学習成果の修得につながるものとなっ
ている。

Ａ

研究指導計画に基づく研
究指導・学位論文作成指
導（院）

44
指導計画を立案し、計画に基づき、研究指導、
学位論文作成指導を行っているか。

国際地域学専攻においては、学生は、毎年、論文題目届を、研究指
導教授の署名・捺印のうえ、研究科委員長宛に提出することが義務
づけられており、研究指導はその届出に沿って計画的に実施されて
いる。また、各セメスタごとに2回（中間と期末）にわたり、教員及び学
生の全員が一堂に会しての論文発表会を実施して研究指導及び学
位論文作成指導の進捗状況の透明化を図っている。

Ａ

シラバスの作成と内容の充
実

45
シラバスに、講義の目的・内容、到達目標（学習
成果）、講義スケジュール（各回の授業内容）
を、具体的に記載しているか。

○シラバス作成依頼時の文書
○各授業科目のシラバス

国際地域学専攻においては、各教員に対してシラバス作成時に詳
細なマニュアルを添付して作成依頼を行っている。また、記載内容の
形式的なチェックを事務局が行い、不足等がないようにしている。な
お、研究指導のシラバスの講義スケジュールについては、学生の進
捗状況を踏まえて行っていくため、概要のみの記載としている。

Ａ

授業内容・方法とシラバス
との整合性

46
授業内容・授業方法がシラバスに則って行われ
ているか。

国際地域学専攻における授業科目については、おおむね授業内
容・方法とシラバスが整合している。なお、研究指導については、学
生の進捗状況を踏まえて行っていくために進捗状況に変更が生じる
場合もあるが、変更後の対応の仕方については、学生と相談しなが
らケースバイケースで進めている。

Ａ

厳格な成績評価（評価方
法・評価基準の明示）

47
シラバスの「成績評価の方法・基準」に、複数の
方法により評価する場合にはその割合や、成績
評価基準を明示しているか。

○シラバス作成依頼時の文書
○各授業科目のシラバス

国際地域学専攻においては、各教員に対してシラバス作成時に詳
細なマニュアルを添付して作成依頼を行っている。また、記載内容の
形式的なチェックを事務局が行い、不足等がないようにしている。

Ａ

48
各授業科目の単位数は、大学設置基準に沿っ
て設定されているか。

○大学院要覧2011　p.165-168（教育課
程表など）

各授業科目の単位数は、大学設置基準に従い、講義科目は半期
15週で 2単位、演習科目は半期 15週で 2単位を原則として、適切に
設定している。

Ａ

49
各授業科目の授業時間数は、大学設置基準に
沿って設定されているか。

白山キャンパス学年暦　 201２

大学基準に従い、14回の通常授業日及び定期試験日の15回の授
業時間数を確保している。
予定で実施することとしていた国際地域学専攻においては、本来 14
回の通常授業日及び定期試験日の15回の予定で実施することとし
ていたが、震災の影響による文部科学省の指導等により、今年度は
例外的に、本来の14回の通常授業日の中で定期試験を行うこととし
て授業日数を短縮している。

Ａ 15回の授業日を確保している。 平成24年春学期

「教育方法」

１）教育方法および学習指
導は適切か

２）シラバスに基づいて授
業が展開されているか

３）成績評価と単位認定は
適切に行われているか

単位制度の趣旨に基づく
単位認定の適切性
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既修得単位認定の適切性 50
他大学の大学院の単位認定を、適切な手続き
に従って、合計10単位以下で行っているか。

○東洋大学大学院学則　第10条の2
○大学院要覧　2012　p.163-166

大学院学則において、「学生が本大学院に入学する前に大学院（本
学または他の大学の大学院をいう。）において修得した単位（科目等
履修生として修得した単位を含む）を、10単位を超えない範囲で本
大学院における授業科目の履修により修得したものとみなし、博士
前期課程または修士課程の修了に必要な単位数に算入することが
できる」と定めている。また、学生への周知を図るために、本件を大学
院要覧にも明記している。

Ａ

51
教育内容・方法等の改善を図ることを目的とし
た、組織的な研修・研究の機会を設けている
か。

○国際地域学研究科　研究科内委員
○全学的なＦＤ研修会の案内通知

国際地域学研究科内に各専攻から1名ずつのＦＤ担当委員を選任し
て、教育内容・方法等の改善に関する取り組みを行っている。なお、
組織的な研修・研究の機会については、全学的なものを利用して参
加を呼びかけているものの、国際地域学専攻単独では、このような機
会を恒常的には設けていない。

Ｂ

52

教育内容・方法等の改善を図ることを目的とし
た研修・研究が定期的に実施されており、か
つ、研修・研究の成果が具体的に明らかになっ
ているか。

○国際地域学研究科　研究科内委員
○国際地域学研究科　ＦＤ活動状況報
告書

国際地域学研究科内に各専攻から1名ずつのＦＤ担当委員を選任し
て、教育内容・方法等の改善に関する取り組みを行い、研究科長及
び専攻主任と連絡調整を図りながら報告書をとりまとめている。

Ｂ

「成果」

評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

学生の学習成果を測定す
るための評価指標の開発
とその適用

53
各科目における学生の学習効果を測定するた
めの評価指標を開発・運用し、教育内容・方法
等の改善に努めているか。

国際地域学専攻においては、汎用的な評価指標の開発・運用は
行っていないが、各授業科目においては、レポートの作成や口頭試
問によって学生の学習効果の測定を行っている。また、各セメスタご
とに2回（中間と期末）にわたり、教員及び学生の全員が一堂に会し
ての論文発表会を実施して、研究論文の作成状況に関する進捗度
合いの透明化を図っている。

Ｂ

学生の自己評価、卒業後
の評価（就職先の評価、卒
業生評価）

54
学生の自己評価や、研究科、専攻の教育効果
や就職先の評価、修了時アンケートなどを実施
しているか。

○入学式のスケジュール表
○内定先調べの調査票

国際地域学専攻においては、学生の自己評価や教育効果、修了時
アンケート等については実施していないが、入学時に新入生を対象
にして教務委員がガイダンス及び個人面談を行い、指導への要望及
び履修予定科目等について、幅広く意見を聞いている。この個人面
談の結果は専攻会議で全教員が共有し、院生の教育・研究の向上
に役立てている。また、就職先については、毎年、6月頃に指導教授
を通じて内定状況調査を行い、就職活動指導の基礎資料としての蓄
積を図っている。

Ｂ

学位授与基準、学位授与
手続きの適切性

55
修了要件を明確にし、あらかじめ学生が知りうる
状態にしているか。

○大学院要覧2012　p.30-32、p.163-
166

国際地域学専攻においては、大学院要覧に修了要件を明示すると
ともに、新入生ガイダンス時において周知を図っている。

Ａ

学位審査および修了認定
の客観性・厳格性を確保
する方策（院・専院）

56

学位に求める水準を満たす論文であるか否か
を審査する基準（学位論文審査基準）を明らか
にし、これをあらかじめ学生が知りうる状態にし
ているか。

○大学院要覧2012　p.33-42

国際地域学専攻においては、博士論文の学位論文審査基準は、
「大学院要覧」に記載して学生にあらかじめ周知している。しかし、修
士論文の学位論文審査基準については、形式等に関する基準は明
示されているものの、審査基準については明示されていない。

Ｃ
修士論文の審査基準を確定し、
明示する

平成24～25年度
春学期

57
ディプロマ・ポリシーと修了要件が整合してお
り、ディプロマ・ポリシーに則って学位授与を
行っているか。

国際地域学専攻においては、ディプロマ・ポリシーについては定めて
いないため、現時点では点検・評価ができない。

Ｃ
DPを作成し、それに即した学位授
与を行う。

平成24～25年年度
3月

２）学位授与（卒業・修了認
定）は適切に行われている
か

４）教育成果について定期
的な検証を行い、その結
果を教育課程や教育内
容・方法の改善に結びつ
けているか

授業の内容および方法の
改善を図るための組織的
研修・研究の実施

１）教育目標に沿った成果
が上がっているか

9



評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

58 アドミッション・ポリシーを設定しているか。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf
/policy/hakusan-youkou2011-2012.pdf

国際地域学専攻においては、「人材の養成に関する目的及び教育
研究上の目的」として、アドミッション・ポリシーを定めている。

Ａ

59
アドミッション・ポリシーは、研究科、各専攻の目
的、教育目標を踏まえ、修得しておくべき知識
の内容、水準等を明らかにしているか。

○東洋大学大学院研究科委員会規程
第3条第3項の規定において定める別表
○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf
/policy/hakusan-youkou2011-2012.pdf

アドミッション・ポリシーは、国際地域学専攻の目的及び教育内容を
踏まえた内容となっており、修得しておくべき知識の内容及び水準等
が明示されている。

Ａ

当該課程に入学するにあ
たり、修得しておくべき知
識等の内容・水準の明示

60
受験生を含む社会一般が、アドミッション・ポリ
シーを、公的な刊行物、ホームページ等によっ
て知りうる状態にしているか。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf
/policy/hakusan-youkou2011-2012.pdf
○大学院入学試験要項　p.8
○東洋大学大学院　2012年度入学案内
　p.31-32

国際地域学専攻においては、「人材の養成に関する目的及び教育
研究上の目的」を、大学院要覧及び東洋大学ホームページに記載し
ている。また、直接的にではないが、より分かりやすい形で入学案内
にも記載している

Ａ

61
受験生に、入試方式別に、募集人員、選考方
法を明示しているか。

○大学院入学試験要項
Ｏ英語版ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/english/graduate
/regional_development_studies/

国際地域学専攻においては、入試方法別に、募集人員、選考方法
を、大学院入試試験要項にて明示している。また、平成24年度には
海外からの留学希望者に適切な情報を提供するために、英語の
ホームページの改定やパンフレットの作成を実施している。

Ａ

62
一般入試、推薦入試、ＡＯ入試等、各入試方式
の趣旨に適した学生募集や、試験科目や選考
方法の設定をしているか。

　
国際地域学専攻においては、各入試方式の違いを踏まえて、その趣
旨に適した学生募集、試験科目や選考方法の設定をしている。

Ａ

63
学生募集、入学者選抜を適切に行うために必
要な体制を整備しているか。

○研究科内委員
○大学院入試実施スケジュール（各回）

国際地域学専攻においては、学生募集の担当委員を選任するととも
に、各入試に際しては専任教員の全員が面接を担当し、相互に連携
を図りながら所定の評価基準に基づき適切な選抜を実施している。

Ａ

64
一般入試、学内推薦入試、募集定員の2倍以
上の学生が入学していないか。

○大学基礎データ　表３
国際地域学専攻における各入試方式において、募集定員の 2倍以
上の学生は入学していない。

Ａ

65
アドミッション・ポリシーに従って、入試方式や募
集人員、選考方法を設定しているか。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf
/policy/hakusan-youkou2011-2012.pdf
○大学院入学試験要項

国際地域学専攻においては、入試方式、募集人員及び選考方法
は、アドミッション・ポリシーに従って設定している。

Ａ

66

研究科における収容定員に対する在籍学生数
比率が、博士前期（修士）課程で0.50～2.00、
博士後期（博士）課程で0.33～2.00の範囲と
なっているか。

○大学基礎データ　表４
国際地域学研究科においては、収容定員に対する在籍学生数比率
が、博士前期課程で1.20％、博士後期課程で0.87％となっており、
範囲内におさまっている。

Ａ

67

部局化された大学院研究科や独立大学院（※）
における、収容定員に対する在籍学生数比率
が、0.90～1.25の範囲となっているか。
※福祉社会デザイン研究科、学際・融合研究
科、法務研究科

（５）学生の受け入れ

２）学生の受け入れ方針に
基づき、公正かつ適切に
学生募集および入学者選
抜を行っているか

学生募集方法、入学者選
抜方法の適切性

求める学生像の明示

１）学生の受け入れ方針を
明示しているか

入学者選抜において透明
性を確保するための措置
の適切性
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定員に対する在籍学生数
の過剰・未充足に関する対
応

68
定員超過または未充足について、原因調査と
改善方策の立案を行っているか。

○大学基礎データ　表４ 国際地域学専攻においては、定員超過又は未充足はない。 Ａ

69
アドミッション・ポリシーの適切性を、恒常的に検
証しているか。

国際地域学専攻においては、アドミッション・ポリシーの適切性につ
いて恒常的な検証は実施していない。

Ｃ
毎年年度末に検証するための基
準を策定する。

平成24年度春学期

70
学生募集および入学者選抜の適切性を定期的
に検証する組織を常設して、定期的にその適切
性と公平性についての検証を行っているか。

国際地域学専攻においては、学生募集および入学者選抜の適切性
を定期的に検証する組織を常設して、定期的にその適切性と公平性
についての検証を行っていない。

Ｃ

専攻会議等で具体策を検討し、
毎年年度末に検証するためのシ
ステムを構築する。その適切性と
公平性の検証を行う

平成24～25年度

評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

留年者および休・退学者
の状況把握と対処の適切
性

71

原級者、休・退学者のデータを研究科委員会
等の会議で教職員に周知し、情報の共有化を
図るとともに、理由把握等に努め、適切な指導、
支援を行っているか。

○専攻会議及び研究科委員会の会議資
料

原級、休学、退学に関しては、教務担当課が受け付けを行い、指導
教員による面接（理由の聴取を含む）・指導を実施した後に、研究科
委員会及び専攻会議において、指導教員による面接・指導の結果の
説明報告を踏まえて承認するといった手順にしており、適切な指導・
支援及び情報の共有化は図られている。

Ａ

補習・補充教育に関する
支援体制とその実施

72
教員および学生に実態調査を行うなどして、必
要な補習・補充教育を適切に提供するととも
に、その効果についての検証を行っているか。

国際地域学専攻においては、教員及び学生に対する実態調査は実
態調査と銘打った形式では実施していないが、入学時の新入生を対
象にした教務委員がガイダンス及び個人面談の実施、専攻会議によ
る連絡調整の機会を通じて、補習等の必要性に関する情報収集を
行っている。現時点における一例としては、日本語のできない英語
コース新入学生については、基礎的な日本語教育を行うために学期
当初から日本語学校の専門教員による授業を行っている。

Ａ

４）学生の進路支援は適切
に行われているか

進路選択に関わる指導・ガ
イダンスの実施

73
学生が修了後、社会的・職業的自立を図るため
の能力を育成しているか。

○大学院要覧　2012　p.163-166（教育
課程表など）

国際地域学専攻では、学際的かつ実践的な授業を重んじる「カリ
キュラム編成」の考え方に基づいて講義科目および研究指導を編成
し、学生が修了後、社会的・職業的自立を図るために必要な能力を
育成している。

Ａ

（６）学生支援

４）学生募集および入学者
選抜は、学生の受け入れ
方針に基づき、公正かつ
適切に実施されているかに
ついて、定期的に検証を
行っているか

２）学生への修学支援は適
切に行われているか
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

教育課程の特徴、学生
数、教育方法等に応じた
施設・設備の整備

74
教育課程の特徴、学生数、教育方法等に応じ
て、講義室の規模、実験・実習室の設備、実習
室の座席数などが整備されているか。

○院生研究室の概要の説明資料

国際地域学研究科の授業は、学部授業が少ない夕方の時間帯が多
いことから、講義室スペースについての不足はない。また、254㎡の
両専攻共通の院生研究室が整備されているとともに、学生が自由に
使えるパソコンも24台設置されているが、教育研究設備が十分に整
備されているとはいえない状況である。

Ｂ
平成25年度から新校舎に移転す
ることが予定されており、この時期
をとらえて体制整備を図りたい。

ティーチング・アシスタント
（ＴＡ）・リサーチ・アシスタ
ント（ＲＡ）・技術スタッフな
ど教育研究支援体制の整
備

75 ＲＡ等の人的支援が行われているか。
○東洋大学教育補助員採用内規 ＲＡについては、「教育補助員採用内規」に従い、毎年 10名程度が

採用されているが、その需要に対して十分とはいえない状況である。
Ｂ

76
専任教員に対して、研究活動に必要な研究費
を支給しているか。

○予算書

教員のすべてが国際地域学部所属の専任教員であるため、学部予
算による研究費が専任教員 1人につき 41万（平成22年度実績）支給
されているが、大学院担当の教員であることをもっての研究費の追加
支給はされていない。

Ｂ

77 専任教員に対する研究室を整備しているか。

教員のすべてが国際地域学部所属の専任教員であるため、全専任
教員に対して研究室が配分されているが、大学院担当の教員である
ことをもっての研究室のスペース増などの追加的な措置はなされてい
ない。

Ｂ

78
研究専念時間の設定など、教員の研究機会を
保証しているか。

○大学基礎データ　表３

国際地域学研究科においては、時間割編成時に「大学院授業を担
当する教員は学部授業を含めて６コマ以上担当し、大学院授業を２
コマ以上担当する場合は学部授業を４コマ以下に削減できるものと
する」などといったルールは設けられていないとともに、院生を対象と
した論文指導及び学内業務の増加も看過できない状況にあり、研究
時間の確保が十分であるとは言えない。に一定の配慮はなされてい
ない。

Ｃ
各教員の効率的な時間配分を促
進し、研究時間の確保と研究成果
の向上に努めていきたい。

研究倫理に関する学内規
程の整備状況

79

研究倫理に関する学内規程を整備するととも
に、研究倫理に関する研修会等を実施するな
ど、研究倫理を浸透させるための措置を行って
いるか。

研究倫理に関する学内審
査機関の設置・運営の適
切性

80
研究倫理に関する審査機関の設置し、適切に
運営しているか。

４）教育研究等を支援する
環境や条件は適切に整備
されているか

５）研究倫理を遵守するた
めに必要な措置をとってい
るか

教員の研究費・研究室お
よび研究専念時間の確保

（７）教育研究等環境
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

産・学・官等との連携の方
針の明示

81
研究科の目的を踏まえて、産・学・官等との連
携に関する方針を定めているか。

国際地域学研究科においては、産・学・官等との連携に関する方針
は定めていない。

Ｃ
今後とも産・学・官等とのプロジェ
クト募集に挑戦するなど連携を模
索していくこととする。

地域社会・国際社会への
協力方針の明示

82
研究科の目的・目標を踏まえて、地域社会・国
際社会への協力方針を定めているか。

○東洋大学大学院研究科委員会規程
第3条第3項の規定において定める別表

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.h
tml

国際地域学研究科は、本研究科の設置目的それ自体が地域社会・
国際社会への協力を強く意識したものであることから、本研究科の
「人材の養成に関する目的及び教育研究上の目的」において地域
社会・国際社会への協力方針を盛り込んで定めている。

Ａ

教育研究の成果を基にし
た社会へのサービス活動

83
研究科の教育・研究の成果を、社会へのサービ
ス活動に還元しているか。

○東洋大学大学院紀要　国際地域学研
究科
○東洋大学国際共生社会研究センター
研究報告書
○外部機関の委員等の委嘱状況一覧

国際地域学研究科においては、教育・研究の成果を大学院の紀要
や国際共生社会研究センターの報告書としてとりまとめて公表してい
る。また、各専任教員においては、それぞれに各種の外部機関の委
員等の委嘱を受けるなどして、教育・研究成果の社会に対する還元
活動を実施している。

Ａ

学外組織との連携協力に
よる教育研究の推進

84
研究科の教育・研究の推進のために、他大学
や学外の研究所や組織等との連携・協力を
行っているか。

○東洋大学大学院紀要　国際地域学研
究科
○東洋大学国際共生社会研究センター
研究報告書
○外部機関の委員等の委嘱状況一覧

国際地域学研究科の教育・研究の推進のために、他大学や学外の
研究所や組織等の講師や委員を引き受けたり、共同研究を行ったり
するなどして、連携・協力を図っている。具体的には、平成22年度の
他大学・研究所の講師・委員等の引受件数は50件、共同調査・研究
は8件である。

Ａ

地域交流・国際交流事業
への積極的参加

85
地域交流・国際交流事業に積極的に取り組ん
でいるか。

 
学部において実施している事業と密接不可分なところがあることから
重複して掲載せざるを得ないものが少なくないが、平成22年度の実
施はある。

Ａ

２）教育研究の成果を適切
に社会に還元しているか

（８）社会連携・社会貢献

１）社会との連携・協力に
関する方針を定めているか
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

86
自己点検・評価を、明文化された規程に基づ
き、定期的に実施しているか。

○東洋大学自己点検・評価活動推進委
員会規程
○点検・評価報告書（東洋大学ホーム
ページ）
http://www.toyo.ac.jp/self-
study/index_j.html

国際地域学研究科においては、全学的に定められた包括的な規程
はあるものの、実施の時期・方法等について言及した明文の規定は
整備していない。また、点検・評価については、大学認証評価を受け
る際に実施しているが、その後、定期的な実施はしていない。

C
自己点検委員会を中心に検討を
行い、自己点検評価に関する規
定を策定したい。

平成24～25年度

87

自己点検・評価の結果を、刊行物としての配
布、ホームページへの掲載等によって、当該大
学以外の者がその内容を知りうる状態にしてい
るか。

○点検・評価報告書（東洋大学ホーム
ページ）
http://www.toyo.ac.jp/self-
study/index_j.html

国際地域学研究科の自己点検・評価報告書は、ホームページにお
いて公開している。

Ａ

内部質保証の方針と手続
きの明確化

88
自己点検・評価の結果を、研究科の改革・改善
や研究科の企画・運営につなげるための方針と
手続きが明確にされているか。

現時点では、自己点検・評価の結果を、研究科の改革・改善や研究
科の企画・運営につなげるための方針と手続きは明確にされていな
い。

Ｃ
自己点検委員会を中心に検討を
行い、適切な方針を確立したい。

平成24～25年度

内部質保証を掌る組織の
整備

89
自己点検・評価結果を、改革・改善や研究科の
企画・運営につなげるための委員会等が整備さ
れているか。

現時点では、自己点検・評価の結果を、研究科の改革・改善や研究
科の企画・運営につなげるための委員会等は整備されていない。

Ｃ
上記評価項目88に準じて対応し
ていきたい。

平成24～25年度

自己点検・評価を改革・改
善に繋げるシステムの確立

90
自己点検・評価の結果を、改革・改善や研究科
の企画・運営につなげる連携システムが確立さ
れているか。

現時点では、自己点検・評価の結果を、研究科の改革・改善や研究
科の企画・運営につなげる連携システムは確立されていない。

Ｃ
上記評価項目88に準じて対応し
ていきたい。

平成24～25年度

組織レベル・個人レベルで
の自己点検・評価活動の
充実

91
研究科、専攻、教員の各レベルで自己点検・評
価活動が行われているか。

現時点では、研究科、専攻、教員の各レベルにおける自己点検・評
価活動は、体系的に実施されていない。 Ｃ

上記評価項目88に準じて対応し
ていきたい。

平成24～25年度

教育研究活動のデータ・
ベース化の推進

92
「東洋大学研究者情報データベース」に、研究
科の専任教員の研究業績が適切に構築されて
いる。

○研究者情報データベース
国際地域学研究科においては、専任教員の「東洋大学研究者情報
データベース」への登録率は100％である。

Ｂ

学外者の意見の反映 93
学外者の意見を聴取するなど、内部質保証の
取り組みの客観性・妥当性を高めるための工夫
を行っているか。

国際地域学研究科においては、現時点では、学外者の意見を聴取
するなどによる内部質保証の取り組みの客観性・妥当性を高めるた
めの工夫を行っていない。

Ｃ
上記評価項目88に準じて対応し
ていきたい。

平成24～25年度

文部科学省および認証評
価機関等からの指摘事項
への対応

94

文部科学省の設置認可・履行状況報告の際の
留意事項、大学基準協会の認証評価の際の指
摘事項について、改善のための具体的な取り組
みを行っているか。

○改善報告書（Ｈ 22.7大学基準協会提
出）

文部科学省関連の留意事項はない。また、平成19年度の認証評価
時の指摘事項については、平成19年度～平成22年度にかけて改善
に向けた取り組みを行い、指摘を受けた事項についてはすでに改善
済みである。

Ａ

（10）内部質保証

２）内部質保証に関するシ
ステムを整備しているか

３）内部質保証システムを
適切に機能させているか

自己点検・評価の実施と結
果の公表

１）大学の諸活動について
点検・評価を行い、その結
果を公表することで社会に
対する説明責任を果たし
ているか

14



評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

（11）研究科・専攻独自の評価項目及び学生からの意見等

15



東洋大学　自己点検・評価

部門名　：国際地域学研究科　国際観光学専攻

平成24（2012）年度

1



評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

1
研究科、専攻ごとに、人材養成に関する目的そ
の他教育研究上の目的を、学則またはこれに
準ずる規程等に定めているか。

○東洋大学大学院研究科委員会規程　第3条
第3項の規定において定める別表

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.html

国際観光学専攻に関しては、次のとおり定めている。
○博士後期課程
国際観光学を専門とする大学教員・研究者を輩出するとともに、学位
（博士・国際観光学）を有し、国内外の産業界において独創的な役
割を果たす人材の育成を図る。
○博士前期課程
国際観光の発展のために、高度な専門業務に必要な研究能力及び
その基礎となる豊かな学識を持ち、かつ国際的な感覚を身に付けた
専門家や研究者を養成することを目的とし、国内外の観光関係の実
務担当可能な人材を育てることを目指して内外の学生を幅広く受け
入れるとともに、観光関係の業務に携わってきた社会人のリフレッ
シュ教育を推進する。

A

2
研究科、各専攻の目的は、高等教育機関として
大学が追求すべき目的（教育基本法、学校教
育法参照）と整合しているか。

同上
国際観光学専攻の目的は、学校教育法及び大学院設置基準の関
係規定（「関係法令等の欄参照」）と整合しており、大学院の専攻課
程として適切であるといえる。

A

実績や資源からみた理念・
目的の適切性

4
研究科、各専攻の目的は、これまでの実績や現
在の人的・物的・資金的資源からみて、適切な
ものとなっているか。

○学生数（修了・在学）
○教員及び授業科目
○予算

多種多様な専門分野をカバーするために、10人の専任教員が教育・
研究指導に当たっているとともに、これまでにＨ20年7人、Ｈ21年12
人、H22年8人の修了生（修士課程。うちＨ20年4人、Ｈ21年3人、Ｈ
22年2人は留学生）を輩出してきており、大学院の専攻課程として適
切であるといえる。

B

個性化への対応 5
研究科、各専攻の目的の中に、当該研究科、
専攻の個性・特色を打ち出しているか。

○東洋大学大学院研究科委員会規程　第3条
第3項の規定において定める別表

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.html

国際観光学専攻の目的は、「国際的な感覚の養成」、「高度な専門
実務を担当できる人材の養成」、「研究者の輩出」、「留学生の受け
入れ」、「観光業務に携わってきた社会人の受け入れ」という点で、国
際観光学専攻の個性・特色を打ち出して設定されている。

A

（１）理念・目的

１）大学・学部・研究科等の
理念・目的は、適切に設定
されているか

理念・目的の明確化

3
研究科、各専攻の目的は、建学の精神や大学
の理念との関係性や、目指すべき方向性、達成
すべき成果などを明らかにしているか。

東洋大学大学院学則　第1条

※「建学の理念（東洋大学ホームページ）」
http://www.toyo.ac.jp/founder/enryo_00_j.ht
ml
○建学の精神
「諸学の基礎は哲学にあり」「独立自活」「知徳
兼全」
○東洋大学の教育理念
【自分の哲学を持つ】
多様な価値観を学習し理解するとともに、自己
の哲学（人生観・世界観）を持つ人間を育成す
る。
【本質に迫って深く考える】
先入観や偏見にとらわれず、物事の本質に迫
る仕方で、論理的・体系的に深く考える人間を
育成する。
【主体的に社会の課題に取り組む】
社会の課題に自主的・主体的に取組み、よき
人間関係を築いていける人間を育成する。
○東洋大学の心
【他者のために自己を磨く】
自分を磨くのは、人々のためにはたらくことが
できるようになるためであり、そのことを自覚し
て学業に励むのが東洋大学の心である。
【活動の中で奮闘する】
現実社会における活動の中にどこまでも前進
してやまないのが、東洋大学の心である。

国際観光学専攻の目的は、東洋大学大学院学則第1条の規定「本
学建学の精神に則り、東西学術の理論及び応用を研究・教授しその
深奥を究めて、文化の進展に寄与することを目的とする」を踏まえ
て、目指すべき方向性及び達成すべき成果を明らかにしている。

A

2



6
教職員・学生が、研究科、各専攻の目的を、公
的な刊行物、ホームページ等によって知りうる状
態にしているか。

○東洋大学ホームページ
　http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.html

○大学院要覧2011　p.220

研究科、各専攻の目的を、「東洋大学ホームページ」及び「大学院要
覧」に記載して、学生及び教職員に配付している。

A

7

研究科、各専攻の目的の周知方法の有効性に
ついて、構成員の意識調査等による定期的な
検証や、検証結果を踏まえた改善を行っている
か。

国際観光学専攻の目的の周知方法の有効性については、定期的な
検証を行っていない。

Ｃ

専攻目的の周知手法に関
する検討をまず行う。そし
て，これを踏まえて，その
有効性を毎年度末に検証
する。

平成25年3月

社会への公表方法 8
受験生を含む社会一般が、研究科、専攻の目
的を、公的な刊行物、ホームページ等によって
知りうる状態にしているか。

○東洋大学大学院　2012年度入学案内
　p.31-32
○東洋大学ホームページ
　http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.html
○大学院要覧2011　p.220

東洋大学大学院の入学案内では、国際観光学専攻の「人材の養成
に関する目的」を直接的にではないが、より分かりやすい形で記載し
ている。また、目的そのものについては、ホームページ及び大学院要
覧に記載している。

Ａ

３）大学・学部・研究科等の
理念・目的の適切性につ
いて定期的に検証を行っ
ているか

9
研究科、各専攻の目的の適切性を、定期的に
検証しているか。

国際観光学専攻の目的の適切性については、定期的な検証を行っ
ていない。

Ｃ
専攻目的の適切性につい
て，毎年度末に検証を行
う。

平成25年3月

評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

教育研究組織の編制原理 10
研究科の目的を実現するための、教育研究組
織の編成原理を明確にしているか。

○東洋大学大学院学則　第20条～第25条
○東洋大学大学院研究科委員会規程　第1条
～第7条
○国際地域学研究科　研究科内委員

国際地域学研究科それ自体に関する「編成原理」については明文で
は定めていないが、組織の編成原理等を定めた東洋大学大学院学
則及び研究科委員会規程に基づき、本研究科の教育研究上の目的
を達成するために、研究科内での委員会構成を研究科委員会の議
を経て定めている。

Ｂ

理念・目的との適合性 11
教育研究組織は、研究科の目的を実現する上
で適切かつ有効に機能する組織となっている
か。

○同上

○東洋大学「国際共生社会研究センター」
ホームページ
http://rdgs.itakura.toyo.ac.jp/ORC/top.html

国際地域学研究科の目的を達成するために必要となる「国内外にお
ける地域づくりに関する人材の養成と教育研究の連携」を推進するた
め、研究科内に各種委員会を設けるとともに、文部科学省の私立大
学学術研究高度化推進事業であるオープン・リサーチ・センター整
備事業のスキームにより国際地域学研究科に国際共生社会研究セ
ンターを設置し、内外にわたる教育研究活動を積極的に推進してい
る。

Ａ

学術の進展や社会の要請
との適合性

12
学術の進展や社会的な要請を考慮した教育研
究組織となっているか。

同上
国際地域学研究科の教育研究組織は、本研究科の目的を達成する
ために必要となる「国内外における地域づくりに関する人材の養成と
教育研究の連携」という教育研究上の要請及び社会的要請に対応
するために適切なものである。

Ａ

２）教育研究組織の適切性
について、定期的に検証
を行っているか

13
教育研究組織の適切性を、定期的に検証して
いるか。

教育研究組織の適切性については、網羅的な定期検証を行ってい
ない。

Ｃ

教務担当教員を中心に，
定期的な教育研究組織の
検討を行い，この検討結
果を全教員が共有できる
仕組みを構築する

平成25年7月まで

２）大学・学部・研究科等の
理念・目的が、大学構成員
（教職員および学生）に周
知され、社会に公表されて
いるか

１）大学の学部・学科・研究
科・専攻及び附置研究所・
センター等の教育研究組
織は、理念・目的に照らし
て適切なものであるか

（２）教育研究組織

構成員に対する周知方法
と有効性

3



評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

教員に求める能力・資質等
の明確化

14
教員の採用・昇格に関する審査基準を明確に
しているか。

○東洋大学大学院教員資格審査規程
○国際地域学研究科大学院教員資格審査に
ともなう研究業績の審査基準
○国際地域学研究科大学院教員資格審査規
程・内規

東洋大学大学院教員資格審査規程のほか、研究科委員長会議に
おいて「国際地域学研究科大学院教員資格審査にともなう研究業績
の審査基準」を定めるとともに、研究科内において「国際地域学研究
科大学院教員資格審査規程・内規」を定め、研究科委員会を通して
研究科の全専任教員に周知している。

Ａ

教員の組織的な連携体制
と教育研究に係る責任の
所在の明確化

15
組織的な教育を実施するために、教員間の連
携体制が取られているか。

○東洋大学大学院学則　第20条～第25条
○東洋大学大学院研究科委員会規程　第1条
～第7条
○国際地域学研究科　研究科内委員

国際地域学研究科委員会を毎月開催して教育研究に関する諸問題
に関して連携・調整を図るとともに、あわせて国際地域学専攻及び国
際観光学専攻の各専攻ごとにも会議を開催して連携・調整の徹底が
図られるようにしている。また、研究科内には、19の委員会を設けて、
教育研究に関する諸問題の検討を行っている。

Ａ

教員構成の明確化 16 教員組織の編制方針を明確に定めているか。

国際地域学研究科の教員組織の「編成方針」それ自体については
明文では定めていないが、本研究科の設置目的及び時代によって
変化する教育研究上の要請を考慮しながら、教員の採用・昇格に関
する審査を行っている。

Ｃ

学生の研究テーマや関心
領域を勘案し，それに合
致する教員組織を確立す
べく努力する。また，現在
は，学外の非常勤講師を
採用していないが，この組
織作りのために必要である
と判断した場合には，この
採用を制度化する，

平成25年度中

17
大学院設置基準に定められている研究指導教
員および研究指導補助教員数を充足している
か。

○大学基礎データ　表 2
研究指導教員は必要数５名に対して教員数6名、研究指導補助教員
は必要数4名に対して教員数 3名と、大学院設置基準を充足してい
る。

Ａ

18
研究指導教員の2/3は教授となっているか。【研
究科、専攻】

○大学基礎データ　表 2 研究指導教員は 全員教授となっている。 Ａ

19
教員組織の編成方針に則って教員組織が編制
されているか。

教員組織の編成方針を定めていないため、現時点では、点検・評価
ができない。

Ｃ
教員組織の編成方針が確
定した後に，それに従った
教員編成を構築する

平成25年度中

授業科目と担当教員の適
合性を判断する仕組みの
整備

20
専任・非常勤を問わず、教員の科目担当につ
いて、教育研究業績に基づいて担当の可否を
判断しているか。

○東洋大学大学院教員資格審査規程
○国際地域学研究科大学院教員資格審査に
ともなう研究業績の審査基準
○国際地域学研究科大学院教員資格審査規
程・内規

専任・非常勤を問わず、新規の科目を担当する際には、研究科教員
資格審査委員会に「科目審査」として諮り審議している。

Ａ

研究科担当教員の資格の
明確化と適正配置（院・専
院）

21
研究科の科目担当および研究指導担当の資格
が明確化されているか。

同上

「東洋大学大学院教員資格審査委員会規程」のほか、「国際地域学
研究科大学院教員資格審査にともなう研究業績の審査基準」及び
「国際地域学研究科大学院教員資格審査規程・内規」を定めて、研
究科委員会を通して研究科の全専任教員に周知している。

Ａ

教員の募集・採用・昇格等
に関する規程および手続
きの明確化

22
教員の採用・昇格に関する手続きを明確にして
いるか。

同上

「東洋大学大学院教員資格審査委員会規程」のほか、「国際地域学
研究科大学院教員資格審査にともなう研究業績の審査基準」及び
「国際地域学研究科大学院教員資格審査規程・内規」を定めて、研
究科委員会を通して研究科の全専任教員に周知している。

Ａ

規程等に従った適切な教
員人事

23
教員の採用・昇格に際し、規程等に定めたルー
ルが適切に守られているか。

教員の採用・昇格は、諸規程に基づいて公正かつ厳格に行われて
いる

Ａ

１）大学として求める教員
像および教員組織の編制
方針を明確に定めている
か

編制方針に沿った教員組
織の整備

２）学部・研究科等の教育
課程に相応しい教員組織
を整備しているか

３）教員の募集・採用・昇格
は適切に行われているか

（３）教員・教員組織

4



ファカルティ・ディベロップ
メント（ＦＤ）の実施状況と
有効性

24
研究、社会貢献、管理業務に関して、教員の資
質向上に向けた取り組みをしているか。

研究科としては実施していない。 Ｃ
ファカルティ・ディベロップ
メントを目的にした取り組
みを開始する。

平成25年度

教員の教育研究活動等の
評価の実施

25
教員の教育研究活動等の評価を、教育、研
究、社会貢献、管理業務などの多様性を踏まえ
て実施しているか。

研究科としては実施していない。 Ｃ
教員評価のあり方に関す
る検討を開始する。

同上

評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

学士課程・修士課程・博士
課程・専門職学位課程の
教育目標の明示

26 教育目標を明示しているか。

東洋大学ホームページ
　http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.html
大学院要覧2011　p.220
東洋大学大学院　2012年度入学案内
　p.31-32

国際観光学専攻においては、「人材の養成に関する目的及び教育
研究上の目的」を、大学院要覧及び東洋大学ホームページに記載し
ている。また、直接的にではないが、より分かりやすい形で入学案内
にも記載している

Ａ

27 ディプロマ・ポリシーを設定しているか。
◯東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/policy_j.html

国際観光学専攻において、ディプロマ・ポリシーを設定した
（H24.11.15専攻会議）

Ａ

28
教育目標とディプロマ・ポリシーは整合している
か。

◯東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/policy_j.html

国際観光学専攻において、ディプロマ・ポリシーを設定した
（H24.11.15専攻会議）

Ａ

修得すべき学習成果の明
示

29
ディプロマ・ポリシーには、修得すべき学習成果
が明示されているか。

◯東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/policy_j.html

国際観光学専攻において、ディプロマ・ポリシーを設定した
（H24.11.15専攻会議）

Ａ

４）教員の資質の向上を図
るための方策を講じている
か

「教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針」

教育目標と学位授与方針
との整合性

（４）教育内容・方法・成果

１）教育目標に基づき学位
授与方針を明示しているか

5



30 カリキュラム・ポリシーを設定しているか。
○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf/poli
cy/hakusan-youkou2011-2012.pdf

国際観光学専攻においては、アドミッション・ポリシーを定めるととも
に、その中において「カリキュラム編制」の方針を定めている。

Ａ

31
カリキュラム・ポリシーは、教育目標やディプロ
マ・ポリシーと整合しているか。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf/poli
cy/hakusan-youkou2011-2013.pdf
○東洋大学大学院研究科委員会規程　第3条
第3項の規定において定める別表
○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.html

国際観光学専攻の「カリキュラム編成」は、教育目標とは整合してい
る。しかし、ディプロマ・ポリシーを設定した（H24.11.15専攻会議）直
後のため、現時点では点検・評価ができない。

Ｂ 平成25年度

科目区分、必修・選択の
別、単位数等の明示

32
カリキュラム・ポリシーに基づき、科目区分、必
修・選択の別、単位数の設定が行われている
か。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf/poli
cy/hakusan-youkou2011-2012.pdf
○大学院要覧　p.165-168

国際観光学専攻では、学際的かつ実践的な授業を重んじる「カリ
キュラム編成」の考え方に基づいて、観光学の多種多様な分野にわ
たる10科目の特論授業及びこれらのそれぞれに対応した演習授業
を用意し、これら20科目の中から、学生の興味対象に応じて15科目
以上を履修することを選択必修としている。また、指導教授による「研
究指導」という授業科目を全セメスタ（前期課程は４セメスタ分、後期
課程は６セメスタ分）を通して履修することが必修科目になっている。
なお、観光学という学問分野の学際性を考慮して、主指導教授が研
究指導上認めた場合、他研究科・他専攻の授業科目及び他大学
（協定校）の授業科目を10単位（5科目相当）まで履修できることとし
ている。

Ａ

周知方法と有効性 33

教職員・学生が、ディプロマ・ポリシーおよびカリ
キュラム・ポリシーを、公的な刊行物、ホーム
ページ等によって知りうる状態にしており、か
つ、その周知方法が有効であるか。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf/poli
cy/hakusan-youkou2011-2012.pdf
http://www.toyo.ac.jp/grds/mits/curriculum_j
.html
○大学院要覧　p.165-168

国際観光学専攻の「カリキュラム編成」は、東洋大学ホームページ及
び大学院要覧に掲載している。しかし、ディプロマ・ポリシーを設定し
た（H24.11.15専攻会議）直後のため、現時点では点検・評価ができ
ない。

Ｂ 平成25年度

社会への公表方法 34

受験生を含む社会一般が、ディプロマ・ポリシー
およびカリキュラム・ポリシーを、公的な刊行物、
ホームページ等によって知りうる状態にしている
か。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf/poli
cy/hakusan-youkou2011-2012.pdf
http://www.toyo.ac.jp/grds/mits/curriculum_j
.html
○大学院要覧　p.165-168

国際観光学専攻の「カリキュラム編成」は、東洋大学ホームページ及
び大学院要覧に掲載している。しかし、ディプロマ・ポリシーを設定し
た（H24.11.15専攻会議）直後のため、現時点では点検・評価ができ
ない。

B 平成25年度

４）教育目標、学位授与方
針および教育課程の編
成・実施方針の適切性に
ついて定期的に検証を
行っているか

35
教育目的、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラ
ム・ポリシーの適切性を、定期的に検証している
か。

国際観光学専攻の教育目的、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラ
ム・ポリシーの適切性については、定期的な検証を行っていない。

Ｃ
教育目的，各種ポリシー
の適切性については，隔
年毎に検証する。

平成25年度

教育目標・学位授与方針と
整合性のある教育課程の
編成・実施方針の明示

３）教育目標、学位授与方
針および教育課程の編
成・実施方針が、大学構成
員（教職員および学生等）
に周知され、社会に公表さ
れているか

２）教育目標に基づき教育
課程の編成・実施方針を
明示しているか

6



評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

必要な授業科目の開設状
況

36
教育課程上、主要な授業科目はすべて開講し
ているか。

大学院要覧2011　p.165-168

国際観光学専攻においては、主要な科目である20科目については、
すべて開講している。しかし、ホスピタリティ・マネージメントに係る特
論及び演習、サービス産業に係る特論及び演習の4科目について
は、担当者の退職等により、 2011年度は休講となっている。

Ｂ

順次性のある授業科目の
体系的配置

37
教育課程は、授業科目の順次性に配慮して、
各年次に体系的に配置されているか。

大学院要覧2011　p.165-168
国際観光学専攻では、順次性のある科目はないことから、本事項に
ついては評価の対象外である。

Ａ

38
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する
学習成果の修得につながる教育課程となって
いるか。

○大学院要覧2011　p.165-168（教育課程表
など）
○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf/poli
cy/hakusan-youkou2011-2012.pdf

国際観光学専攻における教育課程は、「カリキュラム編成」に従い、
おおむね学生に期待する学習成果の修得につながるものとなってい
る。

Ｂ

コースワークとリサーチワー
クのバランス（院）

39
講義科目および研究指導が、教育課程の中に
適正に位置づけられ、指導場所、時間等が明ら
かにされているか。

○大学院要覧2011　p.165-168（教育課程表
など）

国際観光学専攻においては、授業科目は教育課程の中に各授業科
目に係る「特論又は演習」として適正に位置づけられて、キャンパス
内の教室において学生が自由に履修できるようになっている。また、
研究指導は「研究指導」という授業科目として位置づけられて、キャン
パス内の教室又は研究室において、指導教授の「研究指導」を全セ
メスタを通して履修することが義務付けられている。指導教授が個別
に行う研究指導の場所・曜日時限については、各教員が学生と相談
しながら個別に設定して実施しているが、このほかにも国際観光学専
攻全体としては、各セメスタごとに2回（中間と期末）にわたり、教員及
び学生の全員が一堂に会しての論文発表会を実施して研究指導の
徹底を図っている。

Ａ

専門分野の高度化に対応
した教育内容の提供

40
専門分野の高度化に対応した教育内容を提供
しているか。

○大学院要覧2011　p.165-168（教育課程表
など）

国際観光学専攻においては、専門分野の高度化に対応するため、
時宜を得た授業科目を用意している。

Ａ

１）教育課程の編成・実施
方針に基づき、授業科目
を適切に開設し、教育課
程を体系的に編成している
か

「教育課程・教育内容」

7



評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

教育目標の達成に向けた
授業形態（講義・演習・実
験等）の採用

41
教育目標を達成するために、各授業科目にお
いて、授業形態（講義、演習、実験、実習、実
技）を適切に設定しているか。

○大学院要覧2011　p.165-168（教育課程表
など）

国際観光学専攻の「国際的な感覚の養成」、「高度な専門実務を担
当できる人材の養成」、「研究者の輩出」、「留学生の受け入れ」、「観
光業務に携わってきた社会人の受け入れ」という教育目標を達成す
るため、内容に応じて、科目を特論、演習、研究指導の３分野のいず
れかに設定している。

Ａ

学生の主体的参加を促す
授業方法

42
学生の主体的参加を促すための配慮（学生
数、授業方法の工夫、施設・設備の利用など）
を行っているか。

○大学院要覧2011　p.165-168（教育課程表
など）
○各授業科目のシラバス

特論、演習及び研究指導を履修する学生の数は、多くても 10名程
度の少人数であり、各授業においては視聴覚教材の使用、ＰＣ教室
の使用、具体的な事例の紹介、座学にとどまらないディスカッション
形式の授業、現地調査の実施等を併用して学生にとって魅力的で
分かりやすい授業内容とすることを通じて、学生の主体的な参加を促
す内容としている。

Ａ

43
カリキュラム・ポリシーに従い、学生に期待する
学習成果の修得につながる教育方法となって
いるか。

○大学院要覧2011　p.165-168（教育課程表
など）
○各授業科目のシラバス

国際観光学専攻における教育方法は、「カリキュラム編成」に基づ
き、おおむね学生に期待する学習成果の修得につながるものとなっ
ている。

Ａ

研究指導計画に基づく研
究指導・学位論文作成指
導（院）

44
指導計画を立案し、計画に基づき、研究指導、
学位論文作成指導を行っているか。

国際観光学専攻においては、学生は、毎年、論文題目届を、研究指
導教授の署名・捺印のうえ、研究科委員長宛に提出することが義務
づけられており、研究指導はその届出に沿って計画的に実施されて
いる。また、各セメスタごとに2回（中間と期末）にわたり、教員及び学
生の全員が一堂に会しての論文発表会を実施して研究指導及び学
位論文作成指導の進捗状況の透明化を図っている。

Ａ

シラバスの作成と内容の充
実

45
シラバスに、講義の目的・内容、到達目標（学習
成果）、講義スケジュール（各回の授業内容）
を、具体的に記載しているか。

○シラバス作成依頼時の文書
○各授業科目のシラバス

国際観光学専攻においては、各教員に対してシラバス作成時に詳
細なマニュアルを添付して作成依頼を行っている。また、記載内容の
形式的なチェックを事務局が行い、不足等がないようにしている。な
お、研究指導のシラバスの講義スケジュールについては、学生の進
捗状況を踏まえて行っていくため、概要のみの記載としている。

Ａ

授業内容・方法とシラバス
との整合性

46
授業内容・授業方法がシラバスに則って行われ
ているか。

国際観光学専攻における授業科目については、おおむね授業内
容・方法とシラバスが整合している。なお、研究指導については、学
生の進捗状況を踏まえて行っていくために進捗状況に変更が生じる
場合もあるが、変更後の対応の仕方については、学生と相談しなが
らケースバイケースで進めている。

Ａ

厳格な成績評価（評価方
法・評価基準の明示）

47
シラバスの「成績評価の方法・基準」に、複数の
方法により評価する場合にはその割合や、成績
評価基準を明示しているか。

○シラバス作成依頼時の文書
○各授業科目のシラバス

国際観光学専攻においては、各教員に対してシラバス作成時に詳
細なマニュアルを添付して作成依頼を行っている。また、記載内容の
形式的なチェックを事務局が行い、不足等がないようにしている。

Ａ

48
各授業科目の単位数は、大学設置基準に沿っ
て設定されているか。

○大学院要覧2011　p.165-168（教育課程表
など）

各授業科目の単位数は、大学設置基準に従い、講義科目は半期
15週で 2単位、演習科目は半期 15週で 2単位を原則として、適切に
設定している。

Ａ

49
各授業科目の授業時間数は、大学設置基準に
沿って設定されているか。

白山キャンパス学年暦　 2012 平成24年度は15回の授業日を確保している。 A

２）シラバスに基づいて授
業が展開されているか

３）成績評価と単位認定は
適切に行われているか

単位制度の趣旨に基づく
単位認定の適切性

「教育方法」

１）教育方法および学習指
導は適切か

8



既修得単位認定の適切性 50
他大学の大学院の単位認定を、適切な手続き
に従って、合計10単位以下で行っているか。

○東洋大学大学院学則　第10条の2
○大学院要覧2011　p.165

大学院学則において、「学生が本大学院に入学する前に大学院（本
学または他の大学の大学院をいう。）において修得した単位（科目等
履修生として修得した単位を含む）を、10単位を超えない範囲で本
大学院における授業科目の履修により修得したものとみなし、博士
前期課程または修士課程の修了に必要な単位数に算入することが
できる」と定めている。また、学生への周知を図るために、本件を大学
院要覧にも明記している。

Ａ

51
教育内容・方法等の改善を図ることを目的とし
た、組織的な研修・研究の機会を設けている
か。

○国際地域学研究科　研究科内委員
○全学的なＦＤ研修会の案内通知

国際地域学研究科内に各専攻から1名ずつのＦＤ担当委員を選任し
て、教育内容・方法等の改善に関する取り組みを行っている。なお、
組織的な研修・研究の機会については、全学的なものを利用して参
加を呼びかけているものの、国際観光学専攻単独では、このような機
会を恒常的には設けていない。

Ｂ

52

教育内容・方法等の改善を図ることを目的とし
た研修・研究が定期的に実施されており、か
つ、研修・研究の成果が具体的に明らかになっ
ているか。

○国際地域学研究科　研究科内委員
○国際地域学研究科　ＦＤ活動状況報告書

国際地域学研究科内に各専攻から1名ずつのＦＤ担当委員を選任し
て、教育内容・方法等の改善に関する取り組みを行い、研究科長及
び専攻主任と連絡調整を図りながら報告書をとりまとめている。

Ｂ

「成果」

評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

学生の学習成果を測定す
るための評価指標の開発
とその適用

53
各科目における学生の学習効果を測定するた
めの評価指標を開発・運用し、教育内容・方法
等の改善に努めているか。

国際観光学専攻においては、汎用的な評価指標の開発・運用は
行っていないが、各授業科目においては、レポートの作成や口頭試
問によって学生の学習効果の測定を行っている。また、各セメスタご
とに2回（中間と期末）にわたり、教員及び学生の全員が一堂に会し
ての論文発表会を実施して、研究論文の作成状況に関する進捗度
合いの透明化を図っている。

Ｂ

学生の自己評価、卒業後
の評価（就職先の評価、卒
業生評価）

54
学生の自己評価や、研究科、専攻の教育効果
や就職先の評価、修了時アンケートなどを実施
しているか。

○入学式のスケジュール表
○内定先調べの調査票

国際観光学専攻においては、学生の自己評価や教育効果、修了時
アンケート等については実施していないが、入学時に新入生を対象
にして教務委員がガイダンス及び個人面談を行い、指導への要望及
び履修予定科目等について、幅広く意見を聞いている。この個人面
談の結果は専攻会議で全教員が共有し、院生の教育・研究の向上
に役立てている。また、就職先については、毎年、6月頃に指導教授
を通じて内定状況調査を行い、就職活動指導の基礎資料としての蓄
積を図っている。

Ｂ

学位授与基準、学位授与
手続きの適切性

55
修了要件を明確にし、あらかじめ学生が知りうる
状態にしているか。

○大学院要覧2011　p.30-32、p.165-168
国際観光学専攻においては、大学院要覧に修了要件を明示すると
ともに、新入生ガイダンス時において周知を図っている。

Ａ

学位審査および修了認定
の客観性・厳格性を確保
する方策（院・専院）

56

学位に求める水準を満たす論文であるか否か
を審査する基準（学位論文審査基準）を明らか
にし、これをあらかじめ学生が知りうる状態にし
ているか。

○大学院要覧2011　p.33-42

国際観光学専攻においては、博士論文の学位論文審査基準は、
「大学院要覧」に記載して学生にあらかじめ周知している。しかし、修
士論文の学位論文審査基準については、形式等に関する基準は明
示されているものの、審査基準については明示されていない。

Ｃ
修士論文の審査基準を確
定し，新年度開始時まで
に明示する。

平成25年3月

57
ディプロマ・ポリシーと修了要件が整合してお
り、ディプロマ・ポリシーに則って学位授与を
行っているか。

国際観光学専攻においては、ディプロマ・ポリシーを設定した
（H24.11.15専攻会議）直後のため、現時点では点検・評価ができな
い。

Ｂ

１）教育目標に沿った成果
が上がっているか

２）学位授与（卒業・修了認
定）は適切に行われている
か

４）教育成果について定期
的な検証を行い、その結
果を教育課程や教育内
容・方法の改善に結びつ
けているか

授業の内容および方法の
改善を図るための組織的
研修・研究の実施
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

58 アドミッション・ポリシーを設定しているか。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf/poli
cy/hakusan-youkou2011-2012.pdf

国際観光学専攻においては、「人材の養成に関する目的及び教育
研究上の目的」として、アドミッション・ポリシーを定めている。

Ａ

59
アドミッション・ポリシーは、研究科、各専攻の目
的、教育目標を踏まえ、修得しておくべき知識
の内容、水準等を明らかにしているか。

○東洋大学大学院研究科委員会規程　第3条
第3項の規定において定める別表
○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf/poli
cy/hakusan-youkou2011-2012.pdf

アドミッション・ポリシーは、国際観光学専攻の目的及び教育内容を
踏まえた内容となっており、修得しておくべき知識の内容及び水準等
が明示されている。

Ａ

当該課程に入学するにあ
たり、修得しておくべき知
識等の内容・水準の明示

60
受験生を含む社会一般が、アドミッション・ポリ
シーを、公的な刊行物、ホームページ等によっ
て知りうる状態にしているか。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf/poli
cy/hakusan-youkou2011-2012.pdf
○大学院入学試験要項　p.8
○東洋大学大学院　2012年度入学案内
　p.31-32

国際観光学専攻においては、「人材の養成に関する目的及び教育
研究上の目的」を、大学院要覧及び東洋大学ホームページに記載し
ている。また、直接的にではないが、より分かりやすい形で入学案内
にも記載している

Ａ

61
受験生に、入試方式別に、募集人員、選考方
法を明示しているか。

○大学院入学試験要項
国際観光学専攻においては、入試方法別に、募集人員、選考方法
を、大学院入試試験要項にて明示している。

Ａ

62
一般入試、推薦入試、ＡＯ入試等、各入試方式
の趣旨に適した学生募集や、試験科目や選考
方法の設定をしているか。

○大学院入学試験要項
国際観光学専攻においては、各入試方式の違いを踏まえて、その趣
旨に適した学生募集、試験科目や選考方法の設定をしている。

Ａ

63
学生募集、入学者選抜を適切に行うために必
要な体制を整備しているか。

○研究科内委員
○大学院入試実施スケジュール（各回）

国際観光学専攻においては、学生募集の担当委員を選任するととも
に、各入試に際しては専任教員の全員が面接を担当するなどして、
相互に連携を図りながら入学者の選抜を行っている。

Ａ

64
一般入試、学内推薦入試、募集定員の2倍以
上の学生が入学していないか。

○大学基礎データ　表３
国際観光学専攻における各入試方式において、募集定員の 2倍以
上の学生は入学していない。

Ａ

65
アドミッション・ポリシーに従って、入試方式や募
集人員、選考方法を設定しているか。

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/gs/admission/pdf/poli
cy/hakusan-youkou2011-2012.pdf
○大学院入学試験要項

国際観光学専攻においては、入試方式、募集人員及び選考方法
は、アドミッション・ポリシーに従って設定している。

Ａ

66

研究科における収容定員に対する在籍学生数
比率が、博士前期（修士）課程で0.50～2.00、
博士後期（博士）課程で0.33～2.00の範囲と
なっているか。

○大学基礎データ　表４
国際地域学研究科においては、収容定員に対する在籍学生数比率
が、修士1.05％、博士前期課程0.18％、博士後期課程で1.0％となっ
ており、範囲内におさまっている。

Ａ

（５）学生の受け入れ

学生募集方法、入学者選
抜方法の適切性

２）学生の受け入れ方針に
基づき、公正かつ適切に
学生募集および入学者選
抜を行っているか

入学者選抜において透明
性を確保するための措置
の適切性

求める学生像の明示

１）学生の受け入れ方針を
明示しているか
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67

部局化された大学院研究科や独立大学院（※）
における、収容定員に対する在籍学生数比率
が、0.90～1.25の範囲となっているか。
※福祉社会デザイン研究科、学際・融合研究
科、法務研究科

定員に対する在籍学生数
の過剰・未充足に関する対
応

68
定員超過または未充足について、原因調査と
改善方策の立案を行っているか。

○大学基礎データ　表４ 国際観光学専攻においては、定員超過又は未充足はない。 Ａ

69
アドミッション・ポリシーの適切性を、恒常的に検
証しているか。

国際観光学専攻においては、アドミッション・ポリシーの適切性につ
いて恒常的な検証は実施していない。

Ｃ
アドミッション・ポリシーの
適切性を毎年度末に検証
する。

平成25年度

70
学生募集および入学者選抜の適切性を定期的
に検証する組織を常設して、定期的にその適切
性と公平性についての検証を行っているか。

国際観光学専攻においては、学生募集および入学者選抜の適切性
を定期的に検証する組織を常設して、定期的にその適切性と公平性
についての検証を行っていない。

Ｃ

学生募集および入学者選
抜の適切性を専攻会議等
で適宜検討し，毎年度末
にその適切性と公平性の
検証を行う。

同上

評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

留年者および休・退学者
の状況把握と対処の適切
性

71

原級者、休・退学者のデータを研究科委員会
等の会議で教職員に周知し、情報の共有化を
図るとともに、理由把握等に努め、適切な指導、
支援を行っているか。

○専攻会議及び研究科委員会の会議資料

原級、休学、退学に関しては、教務担当課が受け付けを行い、指導
教員による面接（理由の聴取を含む）・指導を実施した後に、研究科
委員会及び専攻会議において、指導教員による面接・指導の結果の
説明報告を踏まえて承認するといった手順にしており、適切な指導・
支援及び情報の共有化は図られている。

Ａ

補習・補充教育に関する
支援体制とその実施

72
教員および学生に実態調査を行うなどして、必
要な補習・補充教育を適切に提供するととも
に、その効果についての検証を行っているか。

国際観光学専攻においては、教員及び学生に対する実態調査は実
態調査と銘打った形式では実施していないが、入学時の新入生を対
象にした教務委員がガイダンス及び個人面談の実施、専攻会議によ
る連絡調整の機会を通じて、補習等の必要性に関する情報収集を
行っている。現時点においては、補習等の必要性はないことから、実
施していない。

Ａ

４）学生の進路支援は適切
に行われているか

進路選択に関わる指導・ガ
イダンスの実施

73
学生が修了後、社会的・職業的自立を図るため
の能力を育成しているか。

○大学院要覧2011　p.165-168（教育課程表
など）

国際観光学専攻では、学際的かつ実践的な授業を重んじる「カリ
キュラム編成」の考え方に基づいて講義科目および研究指導を編成
し、学生が修了後、社会的・職業的自立を図るために必要な能力を
育成している。

Ａ

２）学生への修学支援は適
切に行われているか

４）学生募集および入学者
選抜は、学生の受け入れ
方針に基づき、公正かつ
適切に実施されているかに
ついて、定期的に検証を
行っているか

（６）学生支援
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

教育課程の特徴、学生
数、教育方法等に応じた
施設・設備の整備

74
教育課程の特徴、学生数、教育方法等に応じ
て、講義室の規模、実験・実習室の設備、実習
室の座席数などが整備されているか。

○院生研究室の概要の説明資料

国際地域学研究科の授業は、学部授業が少ない夕方の時間帯が多
いことから、講義室スペースについての不足はない。また、254㎡の
両専攻共通の院生研究室が整備されているとともに、学生が自由に
使えるパソコンも24台設置されているが、教育研究設備が十分に整
備されているとはいえない状況である。

Ｂ

ティーチング・アシスタント
（ＴＡ）・リサーチ・アシスタ
ント（ＲＡ）・技術スタッフな
ど教育研究支援体制の整
備

75 ＲＡ等の人的支援が行われているか。
○東洋大学教育補助員採用内規 ＲＡについては、「教育補助員採用内規」に従い、毎年10名程度が

採用されているが、その需要に対して十分とはいえない状況である。
Ｂ

76
専任教員に対して、研究活動に必要な研究費
を支給しているか。

○予算書

教員のすべてが国際地域学部所属の専任教員であるため、学部予
算による研究費が専任教員 1人につき 41万（平成22年度実績）支給
されているが、大学院担当の教員であることをもっての研究費の追加
支給はされていない。

Ｂ

77 専任教員に対する研究室を整備しているか。

教員のすべてが国際地域学部所属の専任教員であるため、全専任
教員に対して研究室が配分されているが、大学院担当の教員である
ことをもっての研究室のスペース増などの追加的な措置はなされてい
ない。

Ｂ

78
研究専念時間の設定など、教員の研究機会を
保証しているか。

○大学基礎データ　表３

国際地域学研究科においては、時間割編成時に「大学院授業を担
当する教員は学部授業を含めて６コマ以上担当し、大学院授業を２
コマ以上担当する場合は学部授業を４コマ以下に削減できるものと
する」などといったルールは設けられていないとともに、院生を対象と
した論文指導及び学内業務の増加も看過できない状況にあり、研究
時間の確保に一定の配慮はなされていない。

Ｃ

大学院担当教員の持ちコ
マ数については，学部との
調整が必要であるため，こ
の調整を至急開始し，研
究時間の確保に努める。

平成25年度

研究倫理に関する学内規
程の整備状況

79

研究倫理に関する学内規程を整備するととも
に、研究倫理に関する研修会等を実施するな
ど、研究倫理を浸透させるための措置を行って
いるか。

研究倫理に関する学内審
査機関の設置・運営の適
切性

80
研究倫理に関する審査機関の設置し、適切に
運営しているか。

（７）教育研究等環境

教員の研究費・研究室お
よび研究専念時間の確保

４）教育研究等を支援する
環境や条件は適切に整備
されているか

５）研究倫理を遵守するた
めに必要な措置をとってい
るか
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

産・学・官等との連携の方
針の明示

81
研究科の目的を踏まえて、産・学・官等との連
携に関する方針を定めているか。

国際地域学研究科においては、産・学・官等との連携に関する方針
は定めていない。

Ｃ
産・学・官等の連携に関す
る方針の検討を開始す
る。

平成25年度

地域社会・国際社会への
協力方針の明示

82
研究科の目的・目標を踏まえて、地域社会・国
際社会への協力方針を定めているか。

○東洋大学大学院研究科委員会規程　第3条
第3項の規定において定める別表

○東洋大学ホームページ
http://www.toyo.ac.jp/grds/purpose_j.html

国際地域学研究科は、本研究科の設置目的それ自体が地域社会・
国際社会への協力を強く意識したものであることから、本研究科の
「人材の養成に関する目的及び教育研究上の目的」において地域
社会・国際社会への協力方針を盛り込んで定めている。

Ａ

教育研究の成果を基にし
た社会へのサービス活動

83
研究科の教育・研究の成果を、社会へのサービ
ス活動に還元しているか。

○東洋大学大学院紀要　国際地域学研究科
○東洋大学国際共生社会研究センター　研究
報告書
○外部機関の委員等の委嘱状況一覧

国際地域学研究科においては、教育・研究の成果を大学院の紀要
や国際共生社会研究センターの報告書としてとりまとめて公表してい
る。また、各専任教員においては、それぞれに各種の外部機関の委
員等の委嘱を受けるなどして、教育・研究成果の社会に対する還元
活動を実施している。

Ａ

学外組織との連携協力に
よる教育研究の推進

84
研究科の教育・研究の推進のために、他大学
や学外の研究所や組織等との連携・協力を
行っているか。

○東洋大学大学院紀要　国際地域学研究科
○東洋大学国際共生社会研究センター　研究
報告書
○外部機関の委員等の委嘱状況一覧

国際地域学研究科の教育・研究の推進のために、他大学や学外の
研究所や組織等の講師や委員を引き受けたり、共同研究を行ったり
するなどして、連携・協力を図っている。具体的には、平成22年度の
他大学・研究所の講師・委員等の引受件数は27件である。

Ａ

地域交流・国際交流事業
への積極的参加

85
地域交流・国際交流事業に積極的に取り組ん
でいるか。

 
学部において実施している事業と密接不可分なところがあることから
重複して掲載せざるを得ないものが少なくないが、平成22年度の実
施はある。

Ａ

１）社会との連携・協力に
関する方針を定めているか

（８）社会連携・社会貢献

２）教育研究の成果を適切
に社会に還元しているか
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評価項目 評価の視点
判断基準および
判断のポイント

根拠資料名 現状説明 評定 改善方策 改善時期

86
自己点検・評価を、明文化された規程に基づ
き、定期的に実施しているか。

○東洋大学自己点検・評価活動推進委員会
規程
○点検・評価報告書（東洋大学ホームページ）
http://www.toyo.ac.jp/self-study/index_j.html

東洋大学自己点検・評価活動推進委員会（平成23年3月1日施行）
の指針に基づき，昨年度より試行開始した．

Ａ

87

自己点検・評価の結果を、刊行物としての配
布、ホームページへの掲載等によって、当該大
学以外の者がその内容を知りうる状態にしてい
るか。

○点検・評価報告書（東洋大学ホームページ）
http://www.toyo.ac.jp/self-study/index_j.html

国際地域学研究科の自己点検・評価報告書は、ホームページにお
いて公開している。

Ａ

内部質保証の方針と手続
きの明確化

88
自己点検・評価の結果を、研究科の改革・改善
や研究科の企画・運営につなげるための方針と
手続きが明確にされているか。

現時点では、自己点検・評価の結果を、研究科の改革・改善や研究
科の企画・運営につなげるための方針と手続きは明確にされていな
い。

Ｃ
自己点検結果を専攻の運
営に反映できるような仕組
みを至急検討する。

平成25年度

内部質保証を掌る組織の
整備

89
自己点検・評価結果を、改革・改善や研究科の
企画・運営につなげるための委員会等が整備さ
れているか。

現時点では、自己点検・評価の結果を、研究科の改革・改善や研究
科の企画・運営につなげるための委員会等は整備されていない。

Ｃ
自己点検結果を専攻の運
営に反映できるような仕組
みを至急検討する。

平成25年度

自己点検・評価を改革・改
善に繋げるシステムの確立

90
自己点検・評価の結果を、改革・改善や研究科
の企画・運営につなげる連携システムが確立さ
れているか。

現時点では、自己点検・評価の結果を、研究科の改革・改善や研究
科の企画・運営につなげる連携システムは確立されていない。

Ｃ
自己点検結果を専攻の運
営に反映できるような仕組
みを至急検討する。

平成25年度

組織レベル・個人レベルで
の自己点検・評価活動の
充実

91
研究科、専攻、教員の各レベルで自己点検・評
価活動が行われているか。

現時点では、研究科、専攻、教員の各レベルにおける自己点検・評
価活動は、体系的に実施されていない。 Ｃ

教員レベルでの自己点
検・評価活動を開始すべ
く，具体策を至急検討す
る。

平成25年度

教育研究活動のデータ・
ベース化の推進

92
「東洋大学研究者情報データベース」に、研究
科の専任教員の研究業績が適切に構築されて
いる。

○研究者情報データベース
国際地域学研究科においては、専任教員の「東洋大学研究者情報
データベース」への登録率は100％である。

Ｂ

学外者の意見の反映 93
学外者の意見を聴取するなど、内部質保証の
取り組みの客観性・妥当性を高めるための工夫
を行っているか。

国際地域学研究科においては、現時点では、学外者の意見を聴取
するなどによる内部質保証の取り組みの客観性・妥当性を高めるた
めの工夫を行っていない。

Ｃ
外部評価を導入すべく，
その具体策を至急検討す
る。

平成25年度

文部科学省および認証評
価機関等からの指摘事項
への対応

94

文部科学省の設置認可・履行状況報告の際の
留意事項、大学基準協会の認証評価の際の指
摘事項について、改善のための具体的な取り組
みを行っているか。

○改善報告書（Ｈ 22.7大学基準協会提出）

文部科学省関連の留意事項はない。また、平成19年度の認証評価
時の指摘事項については、平成19年度～平成22年度にかけて改善
に向けた取り組みを行い、指摘を受けた事項についてはすでに改善
済みである。

Ａ

３）内部質保証システムを
適切に機能させているか

自己点検・評価の実施と結
果の公表

１）大学の諸活動について
点検・評価を行い、その結
果を公表することで社会に
対する説明責任を果たし
ているか

２）内部質保証に関するシ
ステムを整備しているか

（10）内部質保証
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95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

（11）研究科・専攻独自の評価項目及び学生からの意見等
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